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5 年間のメキシコ駐在から日本に帰国したのが 2005 年 9 月，それから 12 年が経過した。この
12 年間いろいろな機会にメキシコ事情を説明することがあり，うち 11 年余りは駐在経験をベース
にした説明で対応できた。一言でいえば，北米自由貿易協定（NAFTA）を軸として米国と一体と
なった経済発展である。しかしながら，2016 年 11 月にトランプ氏が米国大統領に当選した後は，
NAFTA の見直しなどトランプ氏の打ち出す政策に私自身も翻弄されてきた。





シコと回答した企業（製造業）の割合は，2011 年度の 3.8％から 2015 年度には 14.4％へと毎年上昇
してきたが，2016 年度調査（2016 年 11 月～2017 年 1 月実施）では 10.2％に落ち込んだ。NAFTA
の見直しの影響が背景にあると考えられる。
NAFTA は米国企業にとってもなくてはならないフレームワークである。米国商務省の統計
（5 年ごとのベンチマーク調査）によれば，最新のデータである 2014 年の米国からの米国多国籍企







2018 年に入っても NAFTA 見直し交渉が続き，7 月にはメキシコで大統領選挙，11 月には米国
で中間選挙が実施される。この間，6 月末に米国議会が大統領に通商交渉権限を委任した 2015 年










2018 年 7 月のメキシコの大統領選挙。NAFTA を軸として遂げてきた経済発展から取り残され
てきた者を代弁する候補が大統領に当選するのか……メキシコの次期大統領選挙への注目は高まっ
ている。トランプ大統領の誕生後，自由貿易協定（FTA）などの自由貿易政策に絡めてめざす方
向性として inclusive trade の重要性が高まってきたようだが，メキシコの大統領選挙後にこうした
観点からの議論がさらに深まることはあり得よう。
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